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第⼀ 設問１⼩問１ 
１ 令状の種類 
 強制採尿の客体はいずれ⼈体の外に排出される無価値な物である尿であり、また、その⽅
法は⾝体に対する侵⼊を伴うものであるから捜索差押令状によって実施される。ただし、⾝
体に対する侵⼊を伴う点で⾝体検査との類似性があり、また、医師による適切な⽅法による
べきであるといえるから、２１８条９項を準⽤し、医師をして相当と認められる⽅法による
旨の条件を付するべきである。 
２ 令状発付の要件 
 刑訴法２１８条１項は、憲法３５条を受けて令状主義を定めている。そこで、下線部①の
令状の発付が、「正当な理由」（同条１項）に基づいて発せられたものといえるか問題となる。 
（１） 同条の趣旨は、捜索差押が対象者の重要な権利利益を侵害することから、裁判所の
中⽴な⽴場からの事前審査を必要とすることにして、捜査機関の権限の濫⽤を防⽌する点
にある。そこで、「正当な理由」とは、⼗分な嫌疑があること、証拠物と被疑事実との関連
性があること、証拠物が存在する蓋然性があること、必要性があることを意味する。 
（２） P は逮捕の執⾏に際して甲に覚醒剤使⽤者特有の様⼦が⾒られたことから、令状の
発付を要求しており、被疑事実は覚醒剤の使⽤である。注射痕の存在、覚醒者常⽤者特有の
様⼦、前科の存在や、逮捕に係る覚醒剤の譲渡の嫌疑があることなどから、覚醒剤使⽤の⼗
分な嫌疑があるといえる。証拠物は尿であるところ、尿は覚醒剤使⽤の⽴証のための有⼒な
証拠であるから被疑事実との関連性が認められる。また、甲の⾝体には尿が存在している蓋
然性があるといえる。 
 覚醒剤使⽤は密⾏性が⾼く尿以外に有⼒な証拠を獲得することが困難であり、また、尿検
査の有効性も時間が経つと薄れることから捜索差押の必要性が⾼いといえる。また、P は任
意の提出を約 4 時間の間に 5 回求めているところ、甲は協⼒するようなそぶりを⾒せつつ
も、⽔を飲まないなどして⾮協⼒的な態度を⽰し、結局任意提出を拒んでいる。その 2 時間
後、再度の任意提出を求めても甲は、出ないんだから仕⽅ないだろうといい、⽔も飲まなか
った。この時点で、任意提出による採尿が困難な状況にあったといえるから、⾝体の侵襲と
伴う点において不利益が⼤きいとしても、真にやむをえない最終⼿段として実施する必要
性があったといえる。 
（３） よって、正当な理由に基づく令状発付であり、その要件を満たしている。 
３ 下線部②の⾏為の適法性 
 下線部②の⾏為は「法律に特別の定めがある場合」として２１８条１項に基づく「強制の
処分」である。強制の処分であっても捜査⽐例の原則に服することになる（１９７条１項参
照）。そこで、捜査⽐例の原則に反し違法とならないか。 
（１） 捜査⽐例の原則とは、具体的状況のもとで、捜査の必要性と対象者の不利益とを⽐
較衡量して、両者の均衡が保たれている必要があることを意味する。そして、強制採尿は、
⾝体への侵襲を伴う点で重⼤な不利益を⽣じさせるものであり、また、屈辱感等の精神的な
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打撃を与えるものである。そのため、捜査のために真にやむを得ない場合の最終⼿段として
のみ実施することが許容されると解する。なお、⾝体への侵襲を受けない権利が憲法１３条
の保障する重⼤な権利利益であることからもこの解釈が妥当である（⽣殖腺除去要件事件
参照）。 
（２） 本件の被疑事実は覚醒剤の使⽤であり重⼤な犯罪であるといえる。その密⾏性から
尿は重要な証拠であって代替証拠の獲得が困難であるといえる。また、上記の通り、令状の
発付までに任意の提出を求めているが、これが功を奏さない状況となっている。さらに、令
状発付以後も、P は、繰り返し任意提出を求めており、甲はこれに対して出したくても出な
いと述べている。従前のやりとりも含めると、甲は協⼒するふりをして強制採尿の実施を引
き伸ばしているに過ぎないといえる。くわえて、10 年間の勤務経験のある専⾨医であって、
令和２年以降毎年 5 件程度の実施経験のある Y 医師によって実施されていることから⾝体
に対する侵襲の程度は抑えられていたといえる。実施の際に抵抗していない甲を押さえつ
けているが、これは暴れた場合には尿道が傷つく場合があるためになされたものであり、甲
の⾝体の保護を⽬的としている。これらの事情から、捜査のために真にやむを得ない場合の
最終⼿段として実施したといえる。 
（３） よって、下線部②の⾏為は適法である。 
第⼆ 設問１⼩問２ 
 下線部③の C T 検査は、体内のマイクロ S D という物を客体としているため捜索差押令
状によって実施すべきように思える。しかし、体内が映し出されることによってプライバシ
ーの侵害となること、また、CT スキャンは X 線を⽤いるため医師によらなければ健康被害
の⽣じる可能性があるものである。したがって、鑑定処分許可状によって実施すべきであ
る。 
第三 設問２⼩問１ 
１ 伝聞法則 
（１） 供述証拠は、⼈の知覚記憶表現叙述の各過程に誤りが⽣じやすくそれによって誤判
のおそれがあることから、裁判官の⾯前で反対尋問権が保障され偽証罪が適⽤される場⾯
においてそのおそれを除去する必要がある。そこで、３２０条１項は、公判廷外での供述証
拠の証拠能⼒を原則として否定している。したがって、伝聞法則は、公判期⽇外の供述であ
って、その内容の真実性が問題となる場合に適⽤される。 
（２） まず、本件 D V D 内の会話は、公判期⽇外の会話を録⾳したものではあるが、動
画データという機械的な記録がなされたものであって上記の伝聞法則の趣旨が妥当しない
ため、録⾳されている点について伝聞法則の適⽤はない。 
 次に、下線部④の発⾔は、W の発⾔と⼄の発⾔が含まれており再伝聞となっている。W
の発⾔部分については、実際に W の発⾔通りの⼄の発⾔があったことから、⼄が甲と会っ
ていたことを推認しようとしており、内容の真実性が問題となる。 
 他⽅で、⼄の発⾔については、恋⼈に対する発⾔であることや、甲との関係を推認できる
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内容であることから、その発⾔⾃体から実際に甲と会っていたことを推認することができ
るといえるため、内容の真実性が問題とならない。 
（３） したがって、W の発⾔部分についてのみ伝聞法則が適⽤される。 
２ 伝聞例外 
 供述に「代えて」という⽂⾔から３２４条２項を準⽤して３２１条１項３号の要件を充⾜
した場合には伝聞例外として証拠能⼒が認められると解する。 
 W は「死亡」しているため供述不能である。W の発⾔は甲⼄の共謀の有無を認定するた
めの証拠であって、被告⼈である甲の発⾔以外に代替証拠はなく、甲の発⾔は巻き込みの危
険があることから証拠価値が低いため、「犯罪事実の存否の証明に⽋くことのできないもの」
に該当する。特信状況の有無は、信⽤状況が保障されている外部的状況があるか否かを基準
として判断するが、その判断の考慮要素として内容についても検討することができる。本問
では、恋⼈同⼠の誕⽣⽇ビデオとして録⾳された際の発⾔であることから嘘をついている
可能性が低い。また、⼄の発⾔から２⽇後のことであるから記憶の誤りの可能性も低い。甲
の発⾔と⼀度⾒かけたくらいであるという W の発⾔は整合している。これらの事情から、
特信状況にあったといえる。 
 よって、例外的に証拠能⼒が認められる。 
第四 設問２⼩問２ 
１ 写真部分については機械的なものなので伝聞法則の適⽤はない。 
２ この注射器は密売⼈が客に交付するという部分は、 
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令和 8 年度司法試験本試験 刑事訴訟法再現答案 
設問 1 
第 1 １について 
１ 下線部①の強制採尿を実施するためには、いかなる令状が必要か。強制採尿に必要な令
状の種類が問題となる。 
（１）  この点について、体内に存在する尿は⽼廃物としていずれ体外に排出される不要

物であって、物としての性格が強い。したがって、その占有を強制的に取得する⾏
為は捜索・差押えの性質を有しているといえるから、捜索差押許可状(218 条 1 項)
による必要があると解する。もっとも、強制採尿は尿の採取に体内侵襲を伴うため、
⾝体検査としての性質も有する。そこで、同条 6 項を準⽤し、医師をして相当と認
められる⽅法で⾏わなければならない旨の条件を付さなければならないと解する。 

（２）  したがって、下線部①の強制採尿を実施するためには、捜索差押許可状により、
医師をして相当と認められる⽅法で⾏わなければならない旨の条件を付さなければ
ならない。 

２ では、下線部①の令状の発付の要件が満たされていたといえるか。捜索差押許可状の発
付の要件は、捜索差押の理由が存在し、捜索差押をする必要性が認められる必要があるとこ
ろ、下線部①においてもかかる要件を満たしていたかを検討する。 
（１）  まず、Ｐは、覚せい剤取締法違反で逮捕したＸから、覚せい剤を甲から購⼊した

旨の供述を得て、必要な捜査を⾏い、甲を逮捕したところ、甲の左肘内側に真新し
い注射痕様のものがあり、頬がこけ、⽬を⾒開き、⼿⾜が⼩刻みに震えているなど
甲に覚せい剤常⽤者特有の様⼦が⾒られたことから、甲が覚せい剤を使⽤している
ことが疑われ、甲の体内に覚せい剤の陽性反応が検出される尿が存在する蓋然性が
あったということができる。 

（２）  また、Ｐは、甲に対し、5 回以上も尿の任意提出を求めたところ、甲はまだ出ない
などと答え、尿の任意提出に応じず、Ｐは甲に⽔を飲むようにも勧めたものの、甲
はこれにも応じなかったことから、甲が任意に尿を提出することは期待できず、尿
を採取するために強制⼒を⽤いる必要があったということができる。また、覚せい
剤が体内に存在している期間はそれほど⻑くはなく、甲がＰらの⽬を盗んで放尿す
ることにより、容易に覚せい剤を体外に排出することもできるから、直ちに強制⼒
を⽤いて尿を採取する必要性もあったということができる。 

（３）  したがって、下線部①において、捜索差押の理由及び捜索差押をする必要性がと
もに認められることから、令状発付の要件は満たされていたということができる。 

３ 下線部②の⾏為は適法であったといえるか。下線部②の⾏為は捜索差押許可状に基づ
き、令状の執⾏として⾏われているため、「必要な処分」（222 条 1 項、111 条 1 項）として
許容されるかが問題となる。 
（１） この点について、捜査⽐例の原則(197 条 1 項本⽂)の観点から、「必要な処分」とは
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令状の執⾏の実効性を確保するために必要であり、社会通念上相当な態様で⾏われ
るものをいうと解する。 

（２）  本件では、Ｉ病院においてもＰは甲に対し、繰り返し任意に尿を提出することを
求めたものの、甲はこれに応じなかったのであるから、強制採尿をする必要があっ
た。また、甲の尿道にカテーテルを挿⼊させ、膀胱からカテーテルを経由して尿を
体外に排出させる際に、甲が痛みで暴れ、甲の尿道が傷つくこともありうるため、
甲が暴れないように甲の⾝動きを封じる必要があり、Ｐら警察官 8 名で、甲の両⼿
両⾜を押さえる必要があったということができる。さらに、Ｙ医師は、10 年間の泌
尿器科勤務経験を有する泌尿器科専⾨医であり、毎年 5 件程度の強制採尿の実施経
験を有していたことから、強制採尿をするのにふさわしい⼈物であり、合理的かつ
安全な⽅法で甲の尿を採取していることから、社会通念上相当な態様で⾏われたと
いうことができる。 

（３）  したがって、下線部②の⾏為は「必要な処分」として許容されるため、適法であ
ったということができる。 

第 2 ２について 
１ 下線部③のＣＴ検査を実施するためにはいかなる令状が必要か。ＣＴ検査を実施する
ための令状の種類が問題となる。 
（１）  この点について、ＣＴ検査は体内をＸ線を⽤いて断層撮影し、体内の様⼦を確認

するものである。これは、Ｘ線を⽤いて断層撮影された画像を視覚という五官の作
⽤により体内の状態を認識する⾏為であり、検証に位置づけることができる。そこ
で、ＣＴ検査を実施するためには検証令状(218 条 1 項)が必要であると解する。 

（２）  したがって、下線部③のＣＴ検査を実施するためには、検証令状が必要である。 
設問 2 
第 1 １について 
１ 本件ＤＶＤ内の動画データのうち、下線部④の発⾔が記録されている部分に証拠能⼒
は認められるか。下線部④の発⾔が記録されている部分は公判期⽇外のＷの供述を含んで
いるため伝聞証拠(320 条 1 項)に当たり証拠能⼒は認められないのではないか。伝聞証拠の
意義が問題になる。 
（１）  そもそも、伝聞法則の趣旨は、伝聞証拠に対しては反対尋問ができず、誤判のお

それがある点にある。すなわち、供述証拠は知覚・記憶・叙述の過程を経て証拠化
されるところ、各過程には誤りが介在するおそれがあるため、反対尋問等により供
述の真実性を吟味する必要がある。そこで、かかる趣旨に鑑み、伝聞証拠に当たる
か否かは要証事実との関係で、供述内容の真実性について反対尋問等による吟味が
要請されるか否かにより、相対的に決せられると考える。 
 したがって、伝聞証拠とは、公判期⽇外の供述を内容とする証拠で、その供述内
容の真実性を⽴証するために使⽤される証拠をいうと解する。 
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（２）  本件について、下線部④の発⾔はＷの公判期⽇外の供述を内容とする証拠である。
また、検察官は、本件ＤＶＤの⽴証趣旨を⼄が令和 8 年 1 ⽉ 20 ⽇昼頃にＪ公園で
甲と会ったこととしているところ、下線部④の W の発⾔の「あなたは、20 ⽇の昼
頃は⼤事な仕事があって、J 公園に⾏って甲と会ってたって⾔ってたものね」という
部分の発⾔の内容が真実であれば、⼄が同⽇に J 公園で甲と会っていたことが推認
される。そのため、下線部④の発⾔の内容の真実性が問題となるから、その供述内
容の真実性を⽴証するために使⽤される証拠に当たり、下線部④の発⾔は伝聞証拠
に当たる。 

（３）  したがって、下線部④の発⾔が記録されている部分は証拠能⼒が認められないの
が原則である。 

２ もっとも、伝聞例外の要件を満たし、例外的に証拠能⼒が認められないか。下線部④の
発⾔は⼄のスマートフォンにより撮影された動画データの中に含まれており、Ｐはこれら
の動画データを捜査⽤パソコンを⽤いて複製したうえで、同複製動画データを記録媒体で
ある本件ＤＶＤに保存している。そして、スマートフォンにより撮影された動画は、知覚・
記憶・叙述の各過程をいずれも機械が正確に⾏うため、誤りが介在するおそれがなく、動画
データの内容が⼄⽅において差押えたスマートフォン内の動画データの内容と同⼀である
ことは証拠上認定できることから、下線部④のＷの発⾔の録取の伝聞性は問題とならない。
そのため、下線部④のＷの発⾔が 321 条 1 項 3 号の要件を満たすかを検討する。 
（１）  まず、Ｗは令和 8 年 2 ⽉に交通事故により死亡していることから、「供述者が死

亡」した場合に当たる。 
（２）  次に、動画データは⼄⽅居室内において、Ｗが⼄の誕⽣⽇を祝っている場⾯のも

ので、⼄とＷしかいないプライベートの空間を撮影したものであり、他の誰かに⾒
せるための動画でもないから、動画内の発⾔に嘘が⼊り込む恐れはなく、⼄やＷの
本⼼が表れているということができる。そのため、「その供述が特に信⽤すべき情況
の下にされたもの」ということができる。 

（３）  しかし、⼄は本件譲渡しについて⼀貫して黙秘しているものの、検察官は上記の
⽴証趣旨に基づき要証事実を⽴証するためには、共犯者と思われる甲の発⾔を得る
ことも可能であり、下線部④のＷの発⾔が、「犯罪事実の存否の証明に⽋くことがで
きないもの」ということはできない。 

（４）  したがって、同号の伝聞例外の要件を満たさないから、本件ＤＶＤ内の動画デー
タのうち、下線部④の発⾔が記録されている部分に証拠能⼒は認められない。 

第 2 ２について 
１ 捜査報告書に証拠能⼒は認められるか。捜査報告書は捜査の結果を記載したものであ
り、公判期⽇における供述に代わる書⾯であるところ、捜査の結果として記載されている内
容の真実性が問題になるから伝聞証拠に当たり原則として証拠能⼒は認められない。 
２ もっとも、321 条 3 項が適⽤され、伝聞例外として例外的に証拠能⼒が認められない
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か。 
 この点について、同項が⽐較的緩やかな要件で証拠能⼒を付与した趣旨は、検証は専⾨的
訓練を受けた捜査官が⾏う事項であるため恣意の⼊る余地が少なく、複雑な事項について
は書⾯の⽅が正確を期しやすい点にある。そして、捜査報告書も専⾨的訓練を受けた捜査官
が作成するため恣意の⼊る余地が少なく、書⾯に親しむ点は同様であるから、同項の趣旨が
妥当する。そのため、捜査報告書も同項の適⽤があると解する。 
 したがって、捜査報告書は同項の要件を満たせば伝聞例外として例外的に証拠能⼒が認
められる。 
３ しかし、捜査報告書には個別に包装された未開封の注射器 12 本が⼄⽅内の床上に置か
れている状況が写った写真が添付され、写真の下に説明⽂も記載されているため、この部分
が別途伝聞証拠に当たり伝聞法則が適⽤されないか。上記の基準で判断する。 
 本件では、検察官は捜査報告書の⽴証趣旨を覚せい剤の密売⼈が客に交付することの多
い未使⽤の注射器 12 本を⼄が所持していたこととしている。そして、このような注射器が
⼄⽅内の床上に置かれていたという事実⾃体から、⼄がこのような注射器を所持していた
ことが推認されるから、要証事実は注射器が⼄⽅内の床上に置かれていた事実それ⾃体で
ある。そのため、写真及び説明⽂部分の内容の真実性は問題にならず、捜査報告書に捜査の
結果が正確に反映されていれば証拠能⼒が認められる。 
４ よって、結局、捜査報告書全体の内容の真実性が問題になるにすぎないから、Ｐが公判
期⽇において証⼈として尋問を受け、名義の真正と内容の真正を証⾔すれば、捜査報告書の
証拠能⼒は認められる。 
                                      以上 
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